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ダム両宣言に基づいたものであり， 1943 年11 月27 日 の カ イ ロ宣言に は 「…満州， 台湾及び
苦手湖島のような日本国が清国人から盗取した一切の地域を中華民国に返還する」との条文があ





ほとんどなかったといえるO特に 1949年 8月アメリカは， r中国白書」 を発表 し た。 そ の趣旨
は，アメリカ自身はそれまでの親国民党的，もしくは国共両党の調停役といった姿勢を放棄し
中立の立場を取るとの見解を公表した。それは，国民党を実質上見放すことを意味するもので
あった。そして， 1949 年10 月1 日 に中国共産党が中華人民共和国を樹立 し た後， 周年12 月
にアメリカの国務省は「台湾は法的に中国の一部であり，軍事的には価値がない」という文言
を用意し，もし中華人民共和国を外交承認するならば，それをアメリカの国民への説明に使お






しかし， 1950 年6 月25 日 に朝鮮戦争が勃発 し ， 東ア ジ ア の情勢を一変さ せた。 ア メ リ カ は，


















してアメリカは 1 954年から 1978年までは米華相互防衛援助条約で， 1979 年か ら は台湾関係
法で台湾の安全保障問題にコミットしてきたのである。こうしてアメリカが台湾を中国の支配
圏外に置いたことによって，今日までの中台対立関係が作り出されていたのである。






















































3. ア メ リ カ の対台ス タ ン ス
前節で台湾の国家安全保障問題は，中台対立に由来したものであるが，しかし，この対峠態
勢を成り立たせるのは，アメリカの介在であると述べた。要するに，米中両国の関与によって

















ア・アイランド・チェーン (Offshore IslandsChain) の確保に着目 し て台湾の戦略地位を強調
した 14) o
にもかかわらず，前述したように 1950年 1月 5日， 12 日 に ト ルー マ ン大統領と ア チ ソ ン国
務長官が相次いで台湾および国民党政権を見放すような発言をした。だが事態は半年足らずの
うちに激変した。朝鮮戦争の勃発であった。トルーマン大統領はまるで別人のように台湾を突









当時国務省顧問で後に国務長官に就任したダレス Oohn FosterDulles) であ っ た 160

















1954 年12 月2 日 に条約調印に ま で漕ぎ着けた。
条約締結に向けての最大のネックは，その適用範囲の設定であった。アメリカは，台湾，彰
湖島に限定し，大陸の沿岸島艇を外すと主張した2l)。アイゼンハワ一大統領をはじめ，国務省，
















条約の締結に対し，最初は消極的だったダレスは 1954年 9月 3日の第一次台湾海峡危機
(共産党軍の金門島砲撃)で，台湾が共産中国に落ちる恐れを感じ積極的な方向に転じた。 1958
年 8月 23日の第二次台湾海峡危機の試練を経て，この条約廃棄(1980 年 1 月 1日)まで共産中
国から台湾に対する安全への脅威や有事に際しての関与の姿勢は条約どおり揺るぎないもので
あった。というのも， 70 年代の対中政策大転換以前， ア メ リ カ は巨大な中国の存在を無視 し














3-2. 米中間の三つの コ ミ ュ ニ ケ















ミュニケとは，第一コミュニケ 1972年 2 月 27日の上海コミュニケ(ニクソン米大統領の訪中
に関する米中共同声明)，ならびに第二コミュニケ 1978年 1 2 月 15日の米中国交樹立に関する









五，中華人民共和国は， r一つの中国， 一つ の台湾J ， r二つの中国J， r一つの中国， 二つ















「二つの中国J， I台湾地位未定」 な どの分離， 分断の懸案につ いて， ほぼ要求どお り に規定 し
たことは，大きな外交的成功を獲得したといえるであろう。

























「承認」を呑まず， I認識」 に固守 し たの は ， それがア メ リ カ に と っ て対台関与の最後の砦で
あり，足場でもあると考えたからであろう。ここにアメリカの対台姿勢を窺い知ることがで
きる。

























72 年， 78 年， 82 年の三つの コ ミ ュ ニ ケを通 じ て， ほ と ん どすべて中国の要求どお り に前進









に与えるような手段の行使について(例えば威嚇，封鎖，ボイコ y 卜 な ど)，一切承知しないとい
う態度をとったためなのである 31)。
3-3. 台湾関係法



































響を受けるものでなく， 1979 年1 月1 日以前に台湾に関 し て適用 さ れてい た と 同様，
台湾に関し適用される(第四条 (a) )。
一米国法が外国 (foreign countries) ， 国(nations) ， 国家(states) ， 政府あ る い は類似の








考える(第二条 (b) (4)) 。
-，台湾に防禦的性格の武器を供給する(第二条 (b) (5)) 。
四，米国は，台湾の人々 の安全，あるいは社会または経済体制を危機にさらす如何なる武
















もし， I台湾地位未定論」 が 1 950 年代ア メ リ カ の台湾介入の論理を提供 し た と いえ る と すれ








































































しかし， 1971 年に 日本は 「ニ ク ソ ン シ ョ ッ ク 39) J を受けて対中急接近を し ， 1972 年9 月 に
は中国との関係正常化にまで至った。日本は台湾に関して一顧だに与えることなく，米
中 1972年 2月の「上海コミュニケ」の枠に沿って， r 日華平和条約」 の合法性を北京政府に
認めさせた以外40)，ほとんどすべて中国の「復交三原則4)) J の通 り に国交の樹立を成立さ せ
た。








4-2. 日 中間の共同声明 ・ 条約 ・ 共同宣言
戦後から今日まで，三つの公式文書が日中間の政治外交の基本的枠組を規定してきた。 1972
年の日中共同声明， 1978 年の平和友好条約， 1998 年の平和 と 発展の た め の友好協力パー ト
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みると，同じく上記の中国の主張，立場に対し，アメリカは「認識している J， r異論を唱え な



















次に経済的国益の追求から検討してみる o 1952 年 日 中間に戦後初の民間貿易協定が締結さ









































アメリカは， 1979 年よ り 米中関係を正常化す る と 同時に ， I台湾関係法」 を立案， 制定， 発
効させた。それを見て日本は，日中国交樹立時の性急さを顧みたかどうかは定かでないが，い





























について模索し，急テンポで新たな体制の形成を推進してきた。「樋口レポート J， Iナ イ ・ イ


































ないからである。特に 1960年 2 月 26日に日米安保条約第六条の適用範囲について出された日





また， r周辺事態法」 の発動は， そ の文面に示 さ れた よ う に ， 基本的 に二つ の要件を満た
さなければならなし1。一つは， r 日 本の周辺」 と い う 要件であ る 。 言い換えれば， 具体的，





















































































































































































































に向かつての天然、的出口であり，戦時，単に『第一島錬63) J のみ封鎖すれば， 中国は直ち に外
界と通じなくなるOしかし台湾さえ我が物として押さえられれば，洋々と東へ太平洋に出入り











る。 1 995年秋から 1996年春にかけて，中国が台湾に「文攻武嚇(マスコミを使つての批判およ
び軍事的威嚇を行うこと )Jなどを強行したため，所謂第三次台湾海峡危機が惹起された64)。当
時の橋本龍太郎首相は， 96 年2 月 に サ ン フ ラ ン シ ス コ へ飛び， 当時の米大統領ク リ ン ト ン と
台湾海峡の情勢について意見交換した。続いて中国が台湾の近海でミサイルの発射実験を行う




の情勢に関して「中台問題の平和的解決に関する提言(いわゆる 5項目の提案) 65) J が採択さ れ
fこ O
日本の第三次台湾海峡危機の対応ぷりから推し測れば，海峡情勢の変化をし1かに重要視して
いるかが窺い知ることができるはずであるOその後， 96 年の 日米共同防衛の宣言， 97 年の 日
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続可能な成長に貢献することを期待する。 5，日中両国のすべての分野における対話を一層充実
させ，アジア・太平洋の平和と安定に貢献するよう積極的に努力すべきである(~日中関係基本
資料集 J 1996 年5 月16 日 ) 825-826 頁。
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